
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 1,269,701 ※ 固定負債 611,924

有形固定資産 1,024,317 地方債 611,924

事業用資産 413,459 長期未払金 -

土地 - 退職手当引当金 -

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 1,130,459 その他 -

建物減価償却累計額 △ 719,678 流動負債 188,943

工作物 9,983 1年内償還予定地方債 113,819

工作物減価償却累計額 △ 7,305 未払金 -

船舶 1,309 未払費用 -

船舶減価償却累計額 △ 1,309 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 75,882

航空機 - 預り金 △ 758

航空機減価償却累計額 - その他 -

その他 - 800,867

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 1,269,701

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 788,255

土地 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 -

工作物減価償却累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 1,724,129

物品減価償却累計額 △ 1,113,271

無形固定資産 -

ソフトウェア -

その他 -

投資その他の資産 245,385

投資及び出資金 -

有価証券 -

出資金 -

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 -

長期貸付金 -

基金 -

減債基金 -

その他 -

その他 245,385

徴収不能引当金 -

流動資産 12,613

現金預金 12,613

未収金 -

短期貸付金 -

基金 -

財政調整基金 -

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 - 481,447 ※

1,282,314 1,282,314

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 1,396,649 ※

業務費用 1,388,954 ※

人件費 1,112,867 ※

職員給与費 1,035,442
賞与等引当金繰入額 75,882
退職手当引当金繰入額 -
その他 1,542

物件費等 272,744 ※

物件費 106,805
維持補修費 -
減価償却費 165,938
その他 -

その他の業務費用 3,344
支払利息 1,272
徴収不能引当金繰入額 -
その他 2,072

移転費用 7,695
補助金等 6,868
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 827

経常収益 42,598
使用料及び手数料 8,726
その他 33,872

純経常行政コスト △ 1,354,051
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 1,354,051

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 464,860 1,306,740 △ 841,880

純行政コスト（△） △ 1,354,051 △ 1,354,051

財源 1,370,638 1,370,638

税収等 1,370,638 1,370,638

国県等補助金 - -

本年度差額 16,587 16,587

固定資産等の変動（内部変動） △ 37,039 ※ 37,039 ※

有形固定資産等の増加 102,762 △ 102,762

有形固定資産等の減少 △ 165,938 165,938

貸付金・基金等の増加 26,138 △ 26,138

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 16,587 △ 37,039 53,625 ※

本年度末純資産残高 481,447 ※ 1,269,701 △ 788,255

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 1,226,660 ※

業務費用支出 1,218,966
人件費支出 1,108,817
物件費等支出 106,805
支払利息支出 1,272
その他の支出 2,072

移転費用支出 7,695
補助金等支出 6,868
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 827

業務収入 1,387,098
税収等収入 1,370,638
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 8,726
その他の収入 7,734

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 160,437 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 102,762

公共施設等整備費支出 102,762
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 102,762
【財務活動収支】

財務活動支出 115,525
地方債償還支出 115,525
その他の支出 -

財務活動収入 60,800
地方債発行収入 60,800
その他の収入 -

財務活動収支 △ 54,725
2,951 ※

5,925
8,875 ※

前年度末歳計外現金残高 4,118
本年度歳計外現金増減額 △ 381
本年度末歳計外現金残高 3,737
本年度末現金預金残高 12,613 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



（単位：千円）

経常費用 1,396,649 ※

業務費用 1,388,954 ※

人件費 1,112,867 ※ 　
職員給与費 1,035,442
賞与等引当金繰入額 75,882
退職手当引当金繰入額 -
その他 1,542

物件費等 272,744 ※

物件費 106,805
維持補修費 -
減価償却費 165,938
その他 -

その他の業務費用 3,344
支払利息 1,272
徴収不能引当金繰入額 -
その他 2,072

移転費用 7,695
補助金等 6,868
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 827

経常収益 42,598
使用料及び手数料 8,726
その他 33,872

純経常行政コスト 1,354,051
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 1,354,051 1,354,051
財源 1,370,638 1,370,638

税収等 1,370,638 1,370,638
国県等補助金 - -

本年度差額 16,587 16,587
固定資産等の変動（内部変動） △ 37,039 ※ 37,039 ※

有形固定資産等の増加 102,762 △ 102,762
有形固定資産等の減少 △ 165,938 165,938
貸付金・基金等の増加 26,138 △ 26,138
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - - -

本年度純資産変動額 16,587 △ 37,039 53,625 ※

前年度末純資産残高 464,860 1,306,740 △ 841,880
本年度末純資産残高 481,447 ※ 1,269,701 △ 788,255

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分）

行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

原則として取得原価としています。
有価証券等の評価基準及び評価方法

該当ありません。
有形固定資産等の減価償却の方法

定額法を採用しています。
引当金の計上基準及び算定方法

賞与等引当金については、翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間
に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲
地方自治法第２３５条の４に規定する歳入歳出に属する現金としています。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①有形固定資産の取り扱い
　取得価格１００万円以上の重要物品を資産として計上しています。
②資本的支出と修繕費の区分基準
　定性的な検討において判断しています。
③消費税及び地方消費税の会計処理
　税込み方式により処理しています。

２．重要な会計方針の変更等
変更ありません。

３．重要な後発事象
該当事項ありません。

４．偶発債務
該当事項ありません。

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

一般会計
一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

当組合の普通会計は一般会計のみで構成されています。
出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨及び出納整理期間における現金の受
払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられているため、当会計年度
に係る出納整理期間中における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

千円未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。
地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

一部事務組合のため健全化判断比率を算定していません。
利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

該当事項ありません。
繰越事業に係る将来の支出予定額

該当事項ありません。
その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

該当事項ありません。
売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲

該当事項ありません。
減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または一括による減価
償却累計額

事業用資産　　　７２８，２９３千円
建物　　　　　　７１９，６７８千円
工作物　　　　　　　７，３０５千円
船舶　　　　　　　　１，３０９千円

物品　　　　１，１１３，２７１千円



減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
減債基金は設置していません。

基金借入金（繰替運用）の内容
該当事項ありません。

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）
一部事務組合のため算定していません。

自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
該当事項ありません。

基準変更による影響額の内訳（開始貸借対照表を作成しない場合）
該当事項ありません。

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
①固定資産等形成分
　固定資産の額に投資その他の資産におけるその他（退職手当組合の積立額が退職手当債
務を超過している分）を加えた額を計上しています。
②余剰分（不足分）
　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

基礎的財政収支
業務活動収支　　１６０，４３７千円
支払利息支出　　　　１，２７２千円
投資活動収支　△１０２，７６２千円
基礎的財政収支　　５８，９４７千円

既存の決算情報との関連性
資産・負債（ストック情報）及び非現金支出（現金支出を伴わないコスト）を発生主義で
認識しています。

資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
業務活動収支　　　　　　　　　１６０，４３７千円
減価償却費　　　　　　　　　△１６５，９３８千円
賞与等引当金（増減額）　　　　　　４，０５０千円
投資その他の資産（増減額）　　　２６，１３８千円
純資産変動計算書の本年度差額　　１６，５８７千円

一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の金額
借り入れはありません。

重要な非資金取引
減価償却費　　　１６５，９３８千円
賞与等引当金　　　　４，０５０千円
投資その他の資産  ２６，１３８千円


